
経営比較分析表（令和6年度決算）
京都府　京都市

業務名 業種名 事業名 管理者の情報 R02 R03 R04 R05 R06

121,856 123,926

資金不足比率（％） 営業路線（km） 年間走行キロ（千km） 在籍車両数（両） 他会計負担額（千円） 185,619 178,927 464,249

法適用 交通事業 自動車運送事業 自治体職員 年間輸送人員（千人） 90,378 97,685 112,908

740,688

職員数（人） 管理の委託割合（％） 民間事業者の有無 地域公共交通計画策定の有無

1,207 40.0 有 有

469,363

- 322.3 29,803 810

R02 R03 R04 R05

※民間事業者の有無とは、行政区域内で民間バス事業者が運行しているかどうかを指す。 分析欄

1. 経営の健全性 1. 経営の健全性について

　京都市自動車運送事業は、平成21年度に「地方公共団
体の財政の健全化に関する法律」に基づく「経営健全化
団体」となったが、経営健全化計画に掲げた取組を着実
に推進した結果、24年度決算において、経営健全化団体
から脱却し、26年度以降は、一般会計からの任意補助金
に頼らない「自立した経営」を堅持し、黒字を確保して
きた。しかし、令和2年2月以降、新型コロナウイルス感
染症の影響により、お客様数が大幅に減少したことか
ら、赤字となり厳しい経営状況が続いた。令和5年度には
4年ぶりとなる黒字を確保し、令和6年度についても、お
客様数の回復や平均乗車単価の改善の効果もあり、前年
度に引き続き黒字となった。
○事業の状況について
　「①経常収支比率」は、前年度とほぼ同水準で推移し
ており、健全経営の水準とされる100％を上回っている状
況である。「②営業収支比率」は、処遇改善のための人
件費や物価高騰の影響等により、目標値の100％を僅かに
下回った。「③流動比率」は、流動資産が増加したこと
に伴い比率が増加し、前年度に引き続き、目標値の100％
を上回ることになった。「④累積欠損金比率」は、公営
企業平均値を大きく下回っているものの、前年度に引き
続き累積欠損金が僅かに生じている。
○独立採算の状況について
　「⑤利用者1回当たり他会計負担額」は、年間輸送人員
はほぼ同水準で推移しているものの、混雑対策・受入環
境整備事業にかかる他会計補助金の繰入額が大幅に増加
したことに伴い、増加となった。「⑥利用者1回当たり運
行経費」は、公営企業平均を下回り、ほぼ同水準で推移
している。
○資産及び負債の状況について
　「⑧企業債残高対料金収入比率」は、企業債残高が増
加したことで高い比率となっているが、公営企業平均値
を下回る比率で推移している。「⑨有形固定資産減価償
却率」は、建設改良計画に基づく設備投資を計画的に実
施していることからほぼ同水準で推移している。

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 76.8 82.8 96.1 105.8 104.5 当該値 73.0 79.6

R06 R02 R03 R04 R05R06 R02 R03 R04 R05R06

平均値 83.7 89.7 96.8 100.0 100.1 平均値

77.8 112.292.9 102.0 98.8 当該値 117.7 83.0

71.4 76.9 83.4 87.5 87.6 平均値

11.9 5.0 0.2121.9 当該値 0.0 9.0

58.4 66.5 64.7 61.0 58.1

2. 経営の効率性について

126.8 108.4 107.1 116.8 110.5 平均値

R04 R05 R06R06 R02 R03R04 R05R04 R05 R06 R02 R03R02

77.775.4 76.1

■当該値⑥ 228.7 210.2 181.6 170.4

46.6 50.4 44.8 41.7 43.6 当該値0.9 0.9 2.3 2.3 3.3 当該値

57.2179.0 平均値 9.6

■当該値⑤ 74.6

■平均値⑥ 244.7 231.7 214.7 205.8 209.1

76.42.1 1.8 4.1 3.9 6.0 当該値

75.2

■平均値⑤ 23.4 23.9 20.6 21.3 21.8

59.0 平均値 74.5 75.4 76.0 75.210.4 平均値 53.2 56.9 54.610.3 9.6 10.4

2. 経営の効率性

全体総括

　令和6年度は、定期（通勤）や定期外（現金・ICカード
利用等）が増加したことで前年度を上回る34万人／日の
お客様に御利用いただき、運賃収入は平均乗車単価の他
都市並みへの改善の効果もあり増収となった。重要課題
への対応として、バス運転士等の担い手の確保に向けた
処遇改善を図るとともに、国の制度改正を踏まえた全国
初の「観光特急バス」の運行を開始するなど、「担い手
不足への対応」と「市バスの混雑対策」に取り組み、こ
の結果、経常損益は、燃料費や人件費の高騰の影響もあ
り対前年度から2億円減少となる10億円の黒字となった。
引き続き、燃料費や人件費の高騰の影響を踏まえ、利用
促進や収入増加策を柱とする明確な理念に基づく“なり
ふり構わない経営改善”の取組を着実に進め、市民生活
と多様な都市活動を支える役割をしっかりと果たし、持
続可能で安全かつ満足度の高い公営交通を目指してい
く。

R02 R03 R04 R05 R06

　令和6年度の「①走行キロ当たりの収入」は、運賃収入
の増加に伴い、増加となり、民間事業者平均値を上回っ
た。「②走行キロ当たりの運送原価」は、経費削減に努
めたものの、処遇改善のための人件費や物価高騰の影響
等により削減額が圧縮されたこと等に伴い増加となっ
た。「③走行キロ当たりの人件費」は、上記と同様の理
由から人件費が増加したことに伴い、増加となった。
　また、「④乗車効率」は、公営企業平均を上回り、ほ
ぼ同水準で推移している。

R03 R04 R05 R06 R02 R03

当該値 453.73 513.34 619.86 691.52

R02 R04 R05 R06R06

19.1331.66 当該値 13.7 15.4 17.7 19.0

平均値 559.68 560.93

642.90 666.63 687.89 689.04

R02 R03

734.92 当該値 277.14 280.32 288.32 296.25

R03 R04 R05R02 R03 R04 R05 R06

725.79 当該値

16.8 17.7 18.5

※民間事業者平均値は当該団体が所属する標準原価ブロックの民間平均値

335.10 350.86 378.27 平均値 14.2 15.4564.96 599.42 653.10 平均値 341.69 332.35平均値 454.43 502.36 551.25 595.20 652.65
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